


















































































1．調査期間　日本：2012 年 11 月～ 12 月，韓国：2012 年 9 月
2． 調査対象者　日本では東京都立高等学校の生徒を対象に実施した。全日制の普通科では 7 高校で
353 名，全日制の専門学科では 2 高校で 189 名であった。性別は男性が 234 名（43％），女性が
308 名（57％）であった。 韓国では全日制の普通科に相当する 4 つの高校で 282 名，日本の全日
制の専門学科に相当する 3 つ高校で 194 名（41％）であった。性別は男性が 253 名（53％），女
性が 223 名（47％）であった。回答がすべて同じ番号であったり，途中までしか回答していなかっ
たり有効な回答であると判断できない分，合わせて 98 部を削除した。その結果，日本では 542 名，
韓国では 476 名となり，日本と韓国を合わせ 1018 名について分析を進めた。
3．項目構成
（1） 達成目標項目：藤田 （2010）の達成目標尺度の 16 項目の中，質問項目数を減らすため因子負荷
量が .60 以下の項目を一つずつ削除し，12 項目を使用した。5 段階評定（1 ＝そう思わない～
5 ＝そう思う）で回答を求めた。
（2） 動機づけ項目：桜井・高野（1985）の内発的－外発的動機づけ測定尺度の 60 項目のうち，学習
と関連する 8 項目を使用し，5 段階評定（1 ＝そう思わない～ 5 ＝そう思う）で回答を求めた。
（3） 原級留置に伴う学習意欲項目：原級留置に伴う学習意欲は，「原級留置制度があると勉強する」
という内容の 6 項目を著者が新たに作成し，5 段階評定（1 ＝そう思わない～ 5 ＝そう思う）で
回答を求めた。
（4） 原級留置措置になりたくない理由項目：学業での劣等感に関する内容の 4 項目（高坂，2008），
社会的理由 2 項目，対人関係的理由 5 項目，経済的理由 2 項目を著者が新たに作成し，5 段階評
定（1 ＝そう思わない～ 5 ＝そう思う）で回答を求めた。
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（1）達成目標項目　達成目標項目で 4 つの因子が抽出されるかを確認するため，SPSS を用いて探索
的因子分析を行った。達成目標の 12 項目について，主因子法（プロマックス回転）による因子分析
を行い，4 つの因子として判断することが妥当と考えられた。結果として，第 1 因子は「遂行回避目
標」，第 2 因子は「遂行接近目標」，第 3 因子は「学習回避目標」，第 4 因子は「学習接近目標」とし
た（Table 1）。
（2）動機づけ項目　動機づけ項目で 2 つの因子が抽出されるかを確認するため，探索的因子分析を
行った。動機づけの 8 項目について，主因子法（プロマックス回転）による因子分析を行い，2 つの














































































因子間相関 F1 F2 F3 F4
F1 1.00
F2 .58 1.00
F3 .29 .32 1.00









して，第 1 因子は「自尊感情」，第 2 因子は「対人関係」，第 3 因子は「対人不安」，第 4 因子は「社




























































を行った。2 要因とも参加者間要因である。なお，分析は統計パッケージ SPSS を用いて行った。
1）遂行回避目標については有意な主効果がみられた（F（2,947）＝19.956，p ＜ .01）が，学業成績






では主効果がみられなかった（F（2,947）＝ .000, n.s）（Table 6）。多重比較（Tukey の HSD 法）の結果，
高群＞中群＞低群であった。一方，交互作用は有意ではなかった（F（4,947）＝ .628, n.s）。
3）学習回避目標については有意な主効果がみられた（F（2,947）＝30.394，p ＜ .01）（Table 7）。
多重比較（Tukey の HSD 法）の結果，学習回避については高群＞中群＞低群であった。学業成績，































































































10． 不合格になり 1 年留年すると 経済的にきびしいので学
費をはらえないから














因子寄与 2.17 1.56 1.52 1.36 1.13
因子寄与率（％） 16.70 12.02 11.70 10.49 8.69
累積寄与率（％） 16.70 28.71 40.41 50.90 59.60
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4）学習接近目標については有意な主効果がみられた（F（2,947）＝29.770，p ＜ .01）（Table 8）。














平方和 自由度 平均平方 F
学業成績 1.207 2 .603 .706 n.s
遂行回避 34.093 2 17.046 19.956 p ＜ .01
学業成績×遂行回避 13.456 4 3.364 3.938 p ＜ .01
誤　　差 808.940 947 .854
全　　体 856.530 955
Table 6　学業成績，遂行接近目標による学習意欲の分散分析表（二元配置：対応なし）
平方和 自由度 平均平方 F
学業成績 .000 2 .000 .000 n.s
遂行接近 61.784 2 30.892 37.022 p ＜ .01
学業成績×遂行接近 2.097 4 .524 .628 n.s
誤　　差 790.195 947 .834
全　　体 856.530 955
Table 7　学業成績，学習回避目標による学習意欲の分散分析表（二元配置：対応なし）
平方和 自由度 平均平方 F
学業成績 .280 2 .140 .165 n.s
学習回避 51.508 2 25.754 30.394 p ＜ .01
学業成績×学習回避 1.406 4 .352 .415 n.s










p ＜ .01），そこで，単純主効果の検定を行った結果（Bonferroni の方法），上位群においては高群＜
中群であった（Figure 3）。
2）外発的動機づけについて 1％水準で有意な主効果がみられた（F（2,962）＝38.309, p ＜ .01）が，
学業成績については主効果がみられなかった（F（2,962）＝1.631, n.s）（Table 10）。多重比較（Tukey
の HSD 法）の結果，外発的動機づけについては，高群＞中群＞低群であった。有意な交互作用がみ





（1）日本について 1％水準で有意差がみられた（F（3.623, 1931.059）＝35.195，MSe＝ .815，p ＜ .01: 
Greenhouse-Geisser により調整）（Table 11）。多重比較（Bonferroni の方法）の結果，自尊感情＜対
人関係，自尊感情＜対人不安，自尊感情＜社会要因，自尊感情＜経済要因，対人関係＞対人不安，対
Table 8　学業成績，学習接近目標による学習意欲の分散分析表（二元配置：対応なし）
平方和 自由度 平均平方 F
学業成績 .394 2 .197 .234 n.s
学習接近 50.105 2 25.052 29.770 p ＜ .01
学業成績×学習接近 4.689 4 1.172 1.393 n.s
誤　　差 796.922 947 .842
全　　体 856.530 955
Table 9　学業成績，内発的動機づけによる学習意欲の分散分析表（二元配置：対応なし）
平方和 自由度 平均平方 F
学業成績 2.379 2 1.190 1.340 n.s
内発的動機づけ 4.394 2 2.197 2.474 n.s
学業成績×内発的動機づけ 12.169 4 3.042 3.426 p ＜ .01




（2）韓国については 1％水準で有意差がみられた（F（3.393, 1574.219）＝53.570，MSe＝ .678，p ＜ .01: 















平方和 自由度 平均平方 　F
学業成績 2.716 2 1.358 1.631 n.s
外発的動機づけ 63.792 2 31.896 38.309 p ＜ .01
学業成績×外発的動機づけ 8.025 4 2.006 2.410 p ＜ .05



































Table 11　 日本の原級留置措置になりたくない理由の分散分析表 
（一元配置：対応あり，Greenhouse-Geisser により調整）
平方和 自由度 平均平方 F
日　　本 103.955 3.623 28,693 35.195 p ＜ .01
誤　　差 1574.297 1931.059 .815
Table 12　 韓国の原級留置措置になりたくない理由の分散分析表 
（一元配置：対応あり，Greenhouse-Geisser により調整）
平方和 自由度 平均平方 F
韓　　国 123.268 3.393 36.333 53.570 p ＜ .01














ソウル市民の子ども 1 人当たり私教育費は所得の 16％で，米国（2.6％），日本（2.2％），イギリス
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